
 

 

平成 28 年 5 月 27 日 

各 位 

会 社 名 ダイナパック株式会社 

代表者名 代表取締役社長  杉山喜久雄 

（コード：3947 東証・名証第 2 部） 

問合せ先 執行役員経営企画室長 草野雅夫 

（電話番号 052-971-2651） 

 

子会社の異動を伴う株式取得（子会社化）に関するお知らせ 
 

 当社は、クラウン紙工業株式会社（以下、「(旧)クラウン紙工業」という。）と中野紙商事株

式会社（以下、「中野紙商事」という。）との会社分割（共同新設分割）により草加市および川

口市において営む紙器事業等を承継する新設会社、クラウン紙工業株式会社（以下、「(新)クラ

ウン紙工業」という。）の全株式を取得し子会社化することと致しましたので、下記のとおりお

知らせ致します。 

 

記 

 

1. 株式取得の理由 

当社は、(旧)クラウン紙工業と中野紙商事から事業譲渡を受けることで合意いたしました。

今後設立される新会社に(旧)クラウン紙工業と中野紙商事の事業が承継され、当社が新会社の

発行する全株式を取得する予定です。当社は、新会社を紙器事業の競争力・収益力強化のプラ

ットフォームとして位置付け、関東・東北エリアにおける最適な紙器製造販売体制を構築して

まいります。 

 

2. 異動する子会社の概要                  （平成28年5月27日現在） 

（1）名称 クラウン紙工業株式会社（(新)クラウン紙工業） 

（2）所在地 埼玉県草加市西町 1443 番地 3 

（3）代表者の役職・氏名 未定 

（4）事業内容 紙器、段ボール等の製造販売、不動産賃貸等 

（5）資本金 30 百万円（予定） 

（6）設立年月日 平成 28 年 7 月 1 日（予定） 

（7）大株主および持ち株比率 中野紙商事 66.7％、(旧)クラウン紙工業 33.3％ 

（8）当事会社間の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（9）直前事業年度の 

経営成績および財務状況 

(新)クラウン紙工業は共同新設分割により設立する会社であ

るため、確定した最終事業年度はありません。 

 

（参考値）(旧)クラウン紙工業の平成 27 年 9 月期業績数値 

売 上 高  1,398 百万円 

営業利益    21 百万円 

 



3.  株式取得の相手先の概要                 （平成 27年 9月 30日現在） 

（1）名称 クラウン紙工業株式会社（(旧)クラウン紙工業） 

（2）所在地 埼玉県草加市西町 1092 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中野 健太郎 

（4）事業内容 印刷加工及び紙器製造業、紙断裁及び製袋業等 

（5）資本金 99 百万円 

（6）設立年月日 昭和 39 年 3 月 

（7）総資産 1,108 百万円 

（8）大株主および持ち株比率 中野紙商事 80.6％、(株)双葉アメニティ 10.1％ 

（9）当事会社間の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（平成 27年 11月 30日現在） 

（1）名称 中野紙商事株式会社 

（2）所在地 東京都千代田区岩本町二丁目 6 番 10 号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中野 健太郎 

（4）事業内容 洋紙・板紙・紙加工品の販売、不動産の賃貸 

（5）資本金 60 百万円 

（6）設立年月日 昭和 22 年 8 月 

（7）総資産 1,906 百万円 

（8）大株主および持ち株比率 中野不動産㈱ 28.7％、中野裕子 17.7％、 

(旧)クラウン紙工業 10.8％ 

（9）当事会社間の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

4. 取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況    

（1）異動前の所有株式数 0 株 

（議決権の数：0 個） 

（所有割合 ：0％） 

（2）取得株式数 30,000 株 

（3）取得価格 未定 

（4）異動後の所有株式数 30,000 株 

（議決権の数：30,000 個） 

（所有割合 ：100％） 

 

5. 日程 

(新)クラウン紙工業設立日         平成 28 年 7 月 1 日（金）（予定） 

（共同新設分割効力発生日） 

株式取得日             平成 28 年 7 月 1 日（金）（予定） 

 

6. 今後の見通し 

今後の当社業績に与える影響につきましては軽微であると認識しておりますが、開示す

べき事項が今後発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


